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１．建設業界の現状と最近の取組み

２．生産性向上、働き方改革
①工事円滑化推進会議（４点セット等）
② i-Constructionの推進

・ＩＣＴ技術の活用
③ 週休二日に向けた取組み
④ 社会保険等の加入の徹底

３．その他
① 完成検査の留意点
②工事施工の円滑化Ｑ＆Ａ

本日の説明内容



建設業就業者の現状

建設業就業者の推移

建設業就業者の高齢化の進行

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と高齢化が進行し、次世代への技術
承継が大きな課題。

※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成27年と比較して55歳以上が約2万人減少、29歳以下は約2万人増加。

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 492万人（H28）
○技術者： 41万人（H9） →   31万人（H22） → 31万人（H28）
○技能労働者： 455万人（H9） → 331万人（H22） → 326万人（H28）

国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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H29（後期）工事の生産性向上等説明会



年齢別の技能労働者数 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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H29（後期）工事の生産性向上等説明会



建設産業の担い手確保・育成に向けた取組

建設生産システムにおける生産性の向上

i-Constructionの推進
[ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）、コンクリート工の規格の標準化等]

施工時期等の平準化
[公共工事における施工時期等の平準化]

技術や技能・経験等に応じた人材の配置
[現場配置技術者の効率的な活用（技術者配置に関する金額要件の
引上げ等）]

重層下請構造の改善
[行き過ぎた重層化の回避、適正な元下関係の促進等]

国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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H29（後期）工事の生産性向上等説明会



国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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働き方改革実現に向けた週休二日の取得に関する取組について
国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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週休２日対象工事の拡大 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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働き方改革・建設現場の週休２日応援サイトの立ち上げ
国土通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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i-Construction ～建設業の生産性向上～
国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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i-Construction トップランナー施策 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



起工測量から完成検査まで土工にかかる一連の作業時間について、ＩＣＴ土工を実施した
企業に調査したところ、平均23.4％の削減効果を確認。

国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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ＩＣＴ土工の時間短縮効果 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



現場打ち、コンクリートプレキャスト（工場製品）それぞれの特性に応じ、施工の効率化を
図る技術の普及により、コンクリート工全体の生産性向上を図る。

国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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全体最適の導入（ｺﾝｸﾘｰﾄ工の規格の標準化等）
国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会

技術・工法 策定時期

機械式鉄筋定着 H28.7策定

機械式鉄筋継手
H29.6策定

流動性を高めたコンクリートの活用

埋設型枠

H29策定鉄筋のプレハブ化

プレキャストの適用範囲の拡大



適正な工期を確保するための２か年国債（国庫債務負担行為）やゼロ国債を活用すること
等により、公共工事の施工時期を平準化し、建設現場の生産性向上を図る。

国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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平成29年度予算における施工時期の平準化について
国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会
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（平成２９年６月 時点）

設計段階

工事着手段階

工事施工～
完成段階

受・発注者のコミュニケーションの充実を図るための「工事円滑化推進会議」
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段
階

名称 概要
対象
工事

参加者
使用する

ガイドライン

ス
テ
ッ
プ
１

工事設計審査・
施工条件
検討部会

発注にあたり設計内容、
仮設計画、協議状況、
条件明示等の確認・検
討

全ての
工事

【発 】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、
監督職員（予定）、発注担当課長、
係長、担当（土木・営繕・電気・機械）

・条件明示
チェックリスト

（条件明示の手
引き（案））

ス
テ
ッ
プ
２
／
３

工程調整部会

工事の工程を受発注
者で共有し、調整を図
ることで効率的な工事
の進捗を目差す。

原則全ての工事で開催
する。

【発 】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、監督職員、
発注担当課長、係長、
担当（土木・営繕・電気・機械）

【受 】
現場代理人、監理技術者等

ス
テ
ッ
プ
２

施工条件
確認部会

最新の施工条件を発
注者から受注者に説明
し、受発注者で施工条
件を確認する。

原則全ての工事で開催
する。

【発 】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、監督職員、
発注担当課長、係長、
担当（土木・営繕・電気・機械）

【受 】
現場代理人、監理技術者等

・条件明示
チェックリスト

（条件明示の手
引き（案））

工事円滑化推進会議の各部会の概要

受・発注者のコミュニケーションの充実を図るための「工事円滑化推進会議」（４点セット） １／２
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段
階

名称 概要
対象
工事

参加者
使用する

ガイドライン

ス
テ
ッ
プ
２

照査結果
検討部会

設計内容と課題の
共有と、対応策の
検討と決定を行う。

全ての工事 【発】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、監督職員、
発注担当課長、係長、
担当（土木・営繕・電気・機械）

【受】
現場代理人、監理技術者等

(工事連携会議の場合）
【設】 担当技術者

・土木工事設計図書の
照査ガイドライン（案）

工事連携会議と兼ね
ての開催とできる。

必要に応じて、測量・
地質調査技術者や、
専門工事業者を参加
させても良い。

工事・事業
情報共有

部会

事業全体の目的、
効果、スケジュー
ルの概要を受発注
者で共有し、円滑
な施工、品質確保
を目差す。

規模の大きい
事業に関する
工事にて実施
（大規模構造
物、WTO、複
数年工事）

【発】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、監督職員、
発注担当課長（土木・営繕・電気・
機械）

【受】
現場代理人、監理技術者、
元請・下請の技術者等

元請本社事務社員な
ども参加可。
必要に応じて地域の
方も参加頂く。

ス
テ
ッ
プ
３

設計
変更等

検討部会

現地条件・施工条
件変更等に伴う設
計変更について、
取り扱いを決定し、
円滑な変更協議を
図る。

変更が伴う全
ての工事

【発 】
副所長、事務所官ｸﾗｽ、監督職員、
発注担当課長、係長、
担当（土木・営繕・電気・機械）

【受 】
現場代理人、監理技術者等

・工事一時中止に係る
ガイドライン（案）
・土木工事設計変更ガ
イドライン（案）

受・発注者のコミュニケーションの充実を図るための「工事円滑化推進会議」（４点セット） 2／２



■～適正工期の設定（工期に影響する条件明示チェック強化）～
【改定項目】

２．工程関係
３ 関係機関協議との協議に未成率の物がある場合の制約等協議状況を追加
４ 関係機関、自治体等との協議の結果、工程に影響を受ける特定条件協議状況を追加
６ 地上物件・地下埋設物・埋蔵文化財等の事前調査・移設の制約協議状況を追加
９ 概数発注・概略発注による発注工事の場合

測量・地質の成果の有無
別途業務への指示（測量・地質・設計）

３．用地関係
１ 工事用地等に未処理部分がある場合

協議・交渉状況を追加
４．公害関係

４ 事業損失等、第三者に被害を及ぼすことが懸念される場合
事業損失の説明書きに『家屋・工作物その他』を追加

■工事一時中止に係るガイドライン（案）
参考資料

工事の一時中止に係る手続き様式へ
変更協議に対する承諾様式を新規に追加

１）土木工事条件明示の手引き（案）の改訂

２）工事の一時中止に係るガイドラインの様式の追加
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受・発注者のコミュニケーションの充実を図るための「工事円滑化推進会議」（４点セット） 改訂
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工程管理（クリティカル工程共有表）



国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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i-Constructionの推進（H29の取り組み）
国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



○ 更なる生産性向上を目指して、舗装工にICTを全面的に導入する「ICT舗装」を平成29年度
より取組開始

○ 必要となる技術基準や積算基準を平成28年度に整備、平成29年4月以降の工事に適用

国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）
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ICT舗装工（H29.4～） 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会
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ＩＣＴ舗装工の基準類を新設・改訂 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会
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i-Construction推進に向けたロードマップ 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）

H29（後期）工事の生産性向上等説明会



１．ガイドラインの趣旨等
○ 働き方改革実行計画（H29.3.28）において、一定の猶予期間の後、建設業に時間外

労働の罰則付き上限規制を適用することとされた。
○ これに向けて、建設業の生産性向上に向けた取組と併せ、適正な工期の設定等に

ついて民間も含めた発注者の取組が必要。
○ 本ガイドラインは、受注者・発注者が相互の理解と協力の下に取り組むべき事項を

指針（手引き）として取りまとめたもの。

ガイドラインの内容
２．時間外労働の上限規制の適用に向けた基本的な考え方
（１） 受発注者は、法令を順守し、双方対等な立場に立って、請負契約を締結
（２） 受注者の役割 ： 適正な工期での請負契約（長時間労働を行うことを前提としない）
（３） 発注者の役割 ： 適正な工期での請負契約（施工条件等の明確化）
（４） 受発注者は、工事実施前に情報共有を図り、各々の役割分担の明確化
３．時間外労働の上限規制の適用に向けた取組
（１） 適正な工期設定・施工時期の平準化（週休２日等休日の確保、準備・後片付け、作業不可能日、

必要となる共通仮設費などを請負代金に適切に反映、「工期のﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ」を行わない、適切な工期
変更、施工時期の平準化）

（２） 社会保険の法定福利費や安全衛生経費の確保（社会保険の法定福利費などの必要経費につい
て、

請負代金内訳書に明示）
（３） 生産性向上（受発注者の連携、工事現場のICT化等による施工の効率化）
（４） 下請契約における取組（適正な工期を設定、できる限り現金払い、日給制の技能労働者等の処遇

水準に留意、 一人親方の長時間労働の是正や週休２日の確保等）
（５） 適正な工期設定等に向けた発注者支援の活用（CM企業等の外部機関の活用）
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建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン



１．工期設定
① 準備期間

② 施工に必要な実日数 ： 作業日当たり標準作業量から必要な日数を算出
③ 雨休率 ： 休日と降雨降雪日の年間の発生率を設定
④ その他の不稼働日 ： 工事の性格、地域の実情等を考慮して必要に応じて日数加算
⑤ 後片付け期間 ： 最低限必要な日数２０日
⑥ 工期設定日数の確認 ： 上記①～④で設定した日数の合計日数をこれまでの同種類似工事の

実際にかかった工期と比べることにより、工期日数の妥当性を確認
⑦ 工期設定の条件明示 ： 設定された工期に特記事項がある場合には、特記仕様書に条件を明示
⑧ 工期設定支援システムの活用

２．工事工程クリティカルパスの共有
（１）工事工程クリティカルパスの共有方法 → 「工程調整部会」クリティカル工程共有表
（２）工事工程クリティカルパスの変更が生じた場合の措置

受注者の責によらない場合は、適切に工期の変更
（ 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた、 著しい悪天候により作業不稼働日が

多く発生した、工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた、資機材や労働需要の
ひっ迫により、全体工程に影響が生じた、その他特別な事情により全体工程に影響が生じた）

記載がない工種区分については、最低30 日
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土木工事における適切な工期設定の考え方
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工期設定支援システム （国土交通省ＨＰからダウンロード出来ます）
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地域建設産業の生産性向上を支援するためのコンテンツをとりまとめました
～オンライン講座「建設業生産性向上教室」の講義動画等～

国土交通省では、昨年度、中小・中堅建設企業の生産性向上に向けた取組を支援する
ためのオンライン講座「建設業生産性向上教室」を期間限定で開講し、建設業に関わる
4,444 名もの方に受講いただきました。

さらに多くの方に建設現場における生産性向上手法を学んでいただくため、「建設業
生産性向上教室」の講義動画をウェブサイトに掲載するとともに、生産性向上手法の見
える化等が盛り込まれた「地域建設産業生産性向上ベストプラクティス等研究会報告書」
をとりまとめました。

１．建設業生産性向上教室（講義動画）
〈概要〉 「利益は現場から」をキーワードとした生産性向上にスポットを当てた講座

であり、各回約10 分×全12 回で構成されております。
〈サイトアドレス〉http://genba-go.jp/movie/

２．地域建設産業生産性向上ベストプラクティス等研究会報告書
〈概要〉 「生産性向上ベストプラクティスの見える化」および製造業の生産管理手法

を参考に建設業が今後取り組むべき事項を整理した「建設生産管理モデル」
に係る報告書をとりまとめました。

〈サイトアドレス〉http://www.yoi-kensetsu.com/seisan/

国土交通省では、中小・中堅建設企業の生産性向上に向けた取組を支援するため、
昨
年度、オンライン講座「建設業生産性向上教室」を期間限定で開講し、多くの方に受講
いただきました。

この度「建設業生産性向上教室」の講義動画をウェブサイトに掲載するとともに、生
産性向上手法を学ぶ上で参考となるコンテンツをとりまとめましたので、ぜひご活用く
ださい。

オンライン講座「建設業生産性向上教室」動画の紹介
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オンライン講座「建設業生産性向上教室」動画の紹介
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オンライン講座「建設業生産性向上教室」動画の紹介



工程管理に発注者対応が大きな影響

実質工期が
短くなる

品質の確保
安全の確保に懸念

工
事
の
進
捗
率

工事
開始

工 期

指示待ち
状態

目的物完成

工
期
末

指示待ち
状態

指示待ち
状態

100% 無理な工程で

工事を実施することに

発注者の対応が
工程管理の大きな制約に

発注者の意志決定
に時間がかかり過ぎる
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ワンデーレスポンス



はじめに 現状と課題

・建設工事の現場での災害により、年間約400名もの尊い命がなくなっていることを
重く受け止め、災害撲滅に向けて一層の実効性のある取組を推進する必要がある。

・一人親方等は、建設工事の現場では、他の関係請負人の労働者と同じような作業
に従事しており、特段の対応が必要である。

・建設工事従事者の高齢化が進行している中、中長期的な担い手の確保を進めて
いくことが急務である。

第１ 基本的な方針

１．適正な請負代金の額、工期等の設定
２．設計、施工等の各段階における措置
３．安全及び健康に関する意識の向上
４．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上

国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画 H29（後期）工事の生産性向上等説明会

（平成２９年６月９日閣議決定） １／３ 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）



１．建設工事の請負契約における経費の適切かつ
明確な積算等

（１）安全及び健康の確保に関する経費の適切かつ
明確な積算等
・安全衛生経費については、実態を把握すると

ともに、それを踏まえ、適切かつ明確な積算がな
され下請負人まで確実に支払われるような実効
性のある施策を検討し、実施する。

（２）安全及び健康に配慮した工期の設定
・休日等の日数を確保するなど適切な工期が定め

られる等の環境を整備する。
・施工時期を平準化する等、計画的な発注を実施

する。

２．責任体制の明確化

３．建設工事の現場における措置の統一的な実施
（１）建設業者間の連携の促進

第2 政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

（２）一人親方等の安全及び健康の確保
・一人親方等が業務中に被災した災害を的確に

把握する。
・一人親方等に対して、安全衛生に関する知識

習得等を支援する。
（３）特別加入制度への加入促進等の徹底

・一人親方で特別加入していない者の実態を把
握し、一人親方に対する労災保険の特別加入
制度への加入の積極的な促進を徹底する。

４．建設工事の現場の安全性の点検等
（１）建設業者等による自主的な取組の促進
（２）工法や資機材等の開発普及の促進

・i-Constructionを推進するとともに、生産性向上
にも配意した安全な工法等の研究開発及び普
及を推進する。

５．安全及び健康に関する意識の啓発
（１）安全衛生教育の促進
（２）安全及び健康に関する意識の啓発に係る自

主的な取組の促進

国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画 H29（後期）工事の生産性向上等説明会

（平成２９年６月９日閣議決定） ２／３ 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）



１．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上
を図るための施策

（１）社会保険等の加入の徹底
・法定福利費を内訳明示した見積書の活用等によ

る法定福利費の適切な確保及び社会保険等の
加入の徹底について実効性のある対策を推進
する。

（２）建設キャリアアップシステムの活用推進
（３）「働き方改革」の推進

・適正な工期設定、週休二日の推進等の休日の
確保、適切な賃金水準の確保等、建設業におけ
る働き方改革を進める。

２．墜落・転落災害の防止対策の充実強化
（１）労働安全衛生法令の遵守徹底等

・労働安全衛生規則に基づく措置の遵守徹底を図
る。

・労働安全衛生規則に併せて実施することが望ま
しい「より安全な措置」等の一層の普及のため、
実効性のある対策を講ずる。

（２）墜落・転落災害防止対策の充実強化

第３ 総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３．東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向
けた先進的取組

４．基本計画の推進体制
（１）関係者における連携、協力体制の強化
（２）調査・研究の充実

５．施策の推進状況の点検と計画の見直し
・策定後２～３年で調査等を行った上で、本基本

計画に検討を加え、必要があると認めるときに
は、速やかにこれを変更する。

国土交通省公共工事等発注機関連絡会
（平成29年度資料より）
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建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画 H29（後期）工事の生産性向上等説明会

（平成２９年６月９日閣議決定） ３／３ 国土交通省公共工事等発注機関連絡会（平成29年度資料より）



・工事を実施する元請業者・一次下請業者（下請契約３千万円以上）を社会保険等加入業者に限定

・未加入の一次下請業者（下請契約３千万円以上）と契約した場合、特別な事情がなければ、受注者（元請業者）に対

し、当該下請金額の10％の制裁金の徴収、指名停止及び工事成績評定の減点を実施

・二次下請以下の未加入業者は、建設業許可部局へ通報（下請契約３千万円以上）

・一次下請を社会保険等加入業者に限定する対策について、下請契約３千万円未満の工事においても試行

●平成29年４月からの対策強化

① 二次下請以下についても、社会保険等加入業者に限定することを実施し、受注者（元請業者）に

対し、30日の猶予期間内※での加入指導を求める（加入指導の事実が確認された場合、猶予期間の

延長可）。
※猶予期間･･･社会保険等未加入業者である下請業者が直ちに工事の施工から排除されることのないよう、当該未加入

業者に対して加入を促す期間

【平成27年８月からの対策】

【平成26年８月からの対策】

【平成29年10月から適用】

② ①の期間内に加入確認書類が提出されなかった場合、受注者（元請業者）に対し、制裁金（当

該下請金額の５％）、指名停止及び工事成績評定の減点を実施。

これらの取組に加えて、
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国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について



【二次下請以下が未加入】【一次下請が未加入】

建設業許可部局
↓

（社会保険等部局）

受注者
（元請業者）

発注者

一次下請
（未加入）

②
施
工
体
制
台
帳
の
提
出

③
ペ
ナ
ル
テ
ィ
の
実
施

①
下
請
契
約

の
締
結

猶予期間無しに※、
受注者に対し、

ア）制裁金（最終下
請金額の10％）

イ）指名停止

ウ）工事成績評定
の減点

二次下請以下
（未加入）

発注者

受注者
（元請業者）

②
下
請
契
約

の
締
結

①
下
請
契
約

の
締
結

③
施
工
体
制
台
帳
の
提
出

④
猶
予
期
間
内
に
加
入
を

求
め
る
通
知

⑤
加
入
指
導

（加
入
指
導
）

⑥
ペ
ナ
ル
テ
ィ
の
実
施

猶予期間内に加入
確認書類が提出さ
れなかった場合、受
注者に対し、

ア）制裁金（最終
下請金額の
5％）

イ）指名停止

ウ）工事成績評定
の減点

④通報 ⑦通報

※特別な理由がある場合、下請契約は可。
（その場合であっても、発注者が指定す
る期間内に加入確認書類の提出が必
要）

※

猶
予
期
間
・・・原
則
30
日

（加
入
指
導
の
事
実
が
確

認
さ
れ
た
場
合
、
猶
予

期
間
の
延
長
も
可
）

※特別な理由がある場合（例えば、
災害等の緊急時や加入の確約が
ある場合など）、下請契約は可。
（その場合であっても、加入指導は
実施）

★H29.10から適用開始

一次下請
（加入）
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国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について
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• 発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策マニュアルについて

本マニュアルは、「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の
社会保険等未加入対策について」（平成26年５月16日付け国地契第４
号、国官技第23号、国営管第40号、国営計第11号、国土建第８号、国
港総第34号、国港技第７号、国空予管49号、国空安保第31号、国空交
企第54号、国北予第５号。以下「本通知」という。）に関する運用の考え
方や各種様式の参考例を示したものである。

～目次～
１．手続フロー
２．Ｑ＆Ａ集
３．各種様式例
４．工事打合せ簿記載例
５．参考資料

国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について



社会保険等への加入原資となる法定福利費を適切に確保するため、各専門工事業団体が作成した標準見積書
の活用等により法定福利費を内訳明示した見積書の下請企業から元請企業への提出を平成２５年９月末から一
斉に開始（第３回社会保険未加入対策推進協議会（平成２５年９月２６日）において申し合わせ）。

元請企業

公共発注者 民間発注者

イメージ

下請企業

技能労働者

法定福利費
確保の要請

適正価格
での発注

予定価格
への反映

見積書の尊重
法定福利費の支払

標準見積書の活用
法定福利費内訳明示

必要な保険への加入

１．問題意識

○ 技能労働者の保険加入を進めるためには、法定福利費の確保が重要。

○ これまでの取引慣行では、トン単価や平米単価による見積が一般的で、
法定福利費がどのようになっているのかが下請も元請も把握できていない。

○ このため、見積に当たって従来の総額単価だけではなく、その中に含まれ
る法定福利費を内訳として明示することで、必要な法定福利費を確保する。

２．関係者の取組

【発注者】

○ 直轄工事においては、土木工事の現場管理費率式や建築工事の複合単
価・市場単価（事業主負担分）、公共工事設計労務単価（本人負担分）にお
いて、労働者全員分の社会保険料を予定価格に反映。

○ 国交省や総合工事業団体から、他省庁、地方公共団体、民間発注者等に
対し、法定福利費を含む適正価格での発注を要請。

【元請企業】

○ 専門工事業者に対し、法定福利費が内訳明示された見積書の提出を指
導するとともに、提出された場合は尊重し、適切な法定福利費を支払い。

【下請企業】

○ 標準見積書（専門工事業団体作成）の活用等により、法定福利費が内訳
明示された見積書を元請企業に提出。

○ 技能労働者を必要な保険に加入させる。
法定福利費の流れ
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標準見積書を活用した法定福利費の確保



（１）施工計画書
・NETIS・情報化施工等の新技術活用について、施工計画の記述がない。
・社内目標値を実現するための施工計画に記述がない。
・入札時の技術提案の内容が施工計画に記載されていない

・『施工計画書』は当該現場にあった具体的な内容となっていることが大切

（２）施工体制台帳
・H24.11月以降の契約については、社会保険の加入の記載が必要。
・国債工事等の工期の長い工事で、下請の建設業の許可証が期限切れのものが見受けられる。

・２次、３次等の下請け次数の高い台帳に、請書等について資材支給等の契約条件の明示のな
いものがある。

（３）品質証明
・品質証明書（様式）のみの提出で、具体的なチェック内容の提示・説明がない。
・品質証明員は、工事のポイントを把握し適切な確認が必要。
・同種工事の経験がある品質証明員が望ましい。
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検査にあたっての留意点 （施工体制一般）



（１）工事着手前には、設計図書の照査が必要。
・「土木工事設計図書の照査ガイドライン」の活用。

（２）施工計画書が着手前に提出されていない。
・一時中止が指示されたが、基本計画書が作成されていない。
・ＡＳＰ活用工事においては、電子検査を念頭において書類整理を行うこと。

（３）施工計画書の内容と現場の施工方法、施工体制が整合していない。
・施工状況の写真と施工計画の内容が合わない。
・施工体制が変更になっても、計画書が修正されていない。

（４）立会確認において、設計図書や施工計画書に示す
以上の項目について実施している場合がある。
・設計図書、施工計画書に記載された回数を基本とする。
・必要以上に立会を求めない。
・メール、ASPを活用し計画的な立会計画とする。

（５）書類の簡素化が行われていない。
・ASP活用工事では、紙の書類は不要。
・提出する書類と提示でよい資料の確認 「H25共通仕様書の改訂」
・提出不要の書類を作成している。 ［完成（中間、既済）写真、ヒストグラム（出来高）等］

（６）工事材料の適切な保管
・シート、台木等による保管状況写真はあるが、 どの様な箇所を適切に保護・保管したかに

ついて説明がない。
・二次製品等の角かけ等が、見受けられる。
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検査にあたっての留意点 （施工管理一般）



（１）社内管理基準を設けているが、管理方法について施工計画書に記述がない。
・結果として基準内に入っても計画的に管理しているとは言えない。精度を上げるための具体的

内容が必要。

（２）（－）の規格値のみの設定の場合、（＋）側に大きく偏っている場合が多い。
・±０を基準に偏りを管理して、はじめて「ばらつき」が少ないと評価できる。

（３）不可視部分の出来形管理は写真で確認が必要。

（４）出来形管理基準に基づいて管理が行われていないものが見受けられる。
・対象工種にあった測定項目になっていない。
・測定項目（延長など）が見落とされている場合がある。

（5）出来形管理基準にない工種について、受注者が独自に規格値を設定している例がある。
・事前に監督職員と協議し、確定させておくことが必要。
・自社の社内目標値を実現するための、共通仕様書を 補足するものについても、同様に施工
計画に記述しておくこと。

（６）現地の出来形は設計値以上に施工しているが、設計値にあわせ測定している。
・測定表の信頼性に疑問あり。
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検査にあたっての留意点 （出来形管理）



（１）品質管理基準に基づいて管理が行われていないものが見受けられる。
・対象工種にあった測定項目になっていない。
・測定項目が見落とされている場合がある。

（２）品質管理基準にない工種について、受注者が独自に規格値を設定している例がある。
・事前に監督職員と協議し、確定させておくことが必要。

（３）社内管理基準を設けているが、管理方法について施工計画書に記述がない。
・品質向上のための基準値の設定も、品質管理計画に記述すること。

（４）土工関係
・施工時の気象データが整理されていないことがある。
・日々の含水比測定が行われていない。
・締固め密度が１００％を超えている。
・構造物まわりの締固め状況が確認できない。
・伐開作業で除根の処分を証明する資料が無い。

（５）コンクリート関係
・レディーミクストコンクリートの品質管理は受注者責任により確認し、品質を確保する必要がある。
・コンクリート打設前の鉄筋等の表面状態を確認できない。
・クラックを発見したが、監督職員に報告がなく、ひび割れ調査が実施されていない。
・クラック調査を行ったが、クラックがなかったので報告様式だけを提出した。
・コンクリート打設の状況が写真等で不明確な場合がある。

（打ち込み高さ、締め固め厚、バイブレータの挿入方法を明確に！）
・コンクリート養生記録（温度・養生方法等）がない。（養生状況等を確認できる資料が必要）
・コンクリートの打継処理の状況が確認出来ない。（レイタンス処理の状況写真が必要）
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検査にあたっての留意点 （品質管理）



（６）舗装
・舗装・路盤の施工に先立って、路盤・路床面などの浮き石等の有害物の除去した資料がない。
・合材運搬の温度低下シートの実施状況が確認できない。（確認写真がない）
・コンクリート舗装のタイバー等が錆びている。

（７）その他
・法面工において、吹き付け面の土壌試験の確認資料がない。
・種子吹き付けで、特記仕様書に明示されている種子配合と現場の吹き付け種子と合っていない。
・鋼橋架設において、高力ボルトの保管状況が確認出来ない。
・現場塗装において、気温・湿度の記録に不足がある。

（８）その他材料
・JIS規格外二次製品の品質証明として、製造管理技術委員会の「製造品質認

定書（写し）」 が提出されていない。
・二次製品検査の効率化を図る ため材料確認は、品質証明資料として、認定書

の写しと「製品構造図」「配筋図」のみ提出する。

写真管理

（１）工事用黒板に記載されている文字が判読不可能な場合がある。
・工事用黒板は、撮影位置や 測定の詳細について補助するもの！

（２）不可視部分は、写真で確認が必要。
・不可視部分を、写真管理計画に、記述すること。
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工事施工の円滑化Ｑ＆Ａ

・このＱ＆Ａは、受注者等から寄せられた質問をもとに回答を作成したものです。
・回答に疑義のある場合は、企画部技術管理課に問い合わせて下さい。
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【Ｑ1】 概略、概数発注の対応

・現場では、補正予算等の執行により設計ストックが減少しているためか、概略、概数発注によ
る工事が多くなっており、これらの工事においては、実施設計やこれに係る対外協議が未了の
ものが多くあり、工程、段取り、積算等でたいへん苦慮しており、円滑な対応をお願いしたい。

【A1】 概略、概数発注の対応

・工事発注にあたり、対外協議が未了の場合や直ちに工事着手できない場合には、特記仕様
書に必要な条件（時期）を明示することとしています。「条件明示の手引き」を引き続き活用し、
適正な明示となるようにします。
・工事受注者と設計者の連携強化により、円滑な業務執行を行うため、発注者、工事受注者、
設計者等により構成される「工事円滑化推進会議」を開催を監督員等に要望して下さい。

【Ｑ2】 中止費用
・工事を中止した場合の費用はどうなるのか？

【A2】 中止費用

・工事を中止した場合において、「必要があると認められる」ときは、請負代金額又は工期が変
更の対象となります。増加費用等は、発注者が工事の一時中止を指示し、それに伴う増加費
用等（工事現場の維持に要する費用、工事体制の縮小に要する費用、工事の再開準備に要
する費用）について受注者から請求があった場合に適用するものとなります。
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【Ｑ3】 新規工種の追加

・新規工種が追加される場合、速やかな設計変更を行う事になっていますが、時間を要する場
合には、施工内容一部変更指示書によるものとなっており、下請契約や予算管理が適切に行
えない。

【A3】 新規工種の追加

・新規工種の変更契約手続きについては、工事の段階ごとに工事の円滑化推進会議を開催し
ており、その中の設計変更等検討部会により、工事実施の課題解決、変更の取扱の決定を受
発注者間で取り組んでいるところです。

・工事契約書上では、契約書第１８条の「条件変更等」に該当するなどして、その内容が変更に
なる場合は速やかに契約変更を行うこととされているが、止むえない事情により契約変更を行
うことができない場合は、総括監督員が受注者に施工内容の一部変更指示書により指示する
こととされています。

・なお、設計変更等検討部会の開催は、受注者からの発議も受け付けておりますので、引き続
き本制度を活用して頂きたい。

【Ｑ4】 CAD仕様に修正する場合の費用負担
・発注図の電子データがCAD用になっていない場合、CAD用に修正するための費用負担は誰な
のか？

【A4】 CAD仕様に修正する場合の費用負担

・完成図の元図となるべき発注図は、発注者の責任で作成するべきものです。照査の範囲も超
えていると考えられるので、受注者が修正する場合は精算変更で計上するべく協議を行って頂
きたい。
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【Ｑ5】 ＡＳＰは必ず利用しなければならないのか
・利用しなくてもいい場合は？

【A5】 ＡＳＰは必ず利用しなければならないのか
・ＡＳＰの通信環境が整っていない等の場合は、監督職員と協議して下さい。

【Ｑ7】 中間技術検査の時期
・中間技術検査を行う場合、時期に決まりはあるのか？

【A7】 中間技術検査の時期

・中間技術検査は、主たる工種が不可視となる工事の埋め戻し前など、施工上重要な変化点
などや部分使用する場合において設計図書との適合を確認することにより、できるだけ手戻り
を少なくするなどの目的で行うものです。したがって、完成直近における中間技術検査は好ま
しくありません。また、主要工種が終了してから行うのではなく、その途中で行うことが技術力
向上のため望ましいと考えます。

【Ｑ6】 ＡＳＰのベンダー
・ＡＳＰのベンダーは受注者が自由に選択しても良いのか？

【A6】 ＡＳＰのベンダー
・ＡＳＰのベンダーについては、監督職員と相談のうえ決定して下さい。

・土木工事の情報共有システム活用ガイドライン（平成２３年４月）では、「発注者は、
監督職員が同一の情報共有システムを利用するように努めてください。」と記載されています。

44

工事施工の円滑化（Ｑ＆Ａ）



【Ｑ8】 協議等が難航した場合の相談先
・監督職員との協議等が難航した場合に相談する窓口等はあるのか？

【A8】 協議等が難航した場合の相談先

・事業執行に関する相談、苦情等については、本局の主任監査官、技術調整管理官または事
務所の副所長が相談窓口となっていますのでご活用下さい。

【Ｑ9】 技術提案内容の履行について
・技術提案した内容について、履行できなくなった場合どうすればよいのか？

【A9】 技術提案内容の履行について

・技術提案した内容を履行しないと、工事成績が減点等されます。ただし、現場条件の変更など
合理的な理由がある場合は監督職員に相談して下さい。最終的には総括監督員との協議で変
更が可能な場合があります。
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「工事施工の円滑化４点セット」等の入手方法
手順１．北陸地方整備局ＨＰへアクセス

①北陸地方整備局のＨＰへアクセス

検索バーに「北陸地整」と入力して検索。
URL http://www.hrr.mlit.go.jp

手順２．４点セットの閲覧

②お役立ち情報

＞技術基準・仕様書
をタップ※

③＞工事施工の円滑化４点セット
見たい資料のPDF版をタップし、ダウンロードする。
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/kijyun.html

タップ

※タップとは、指でタッチスクリーンを軽く１回たたくこと。

タップ

①アンドロイド端末で
「Playストア」へアク
セス

４点セットをスマートフォンやタブレットで見
るためには、お手持ちの端末にPDFビューワ機能
を有するアプリのインストールが必要です。

＜PDFビューワ機能を有するアプリの例＞
・Adobe Reader（無料）
・PDF Reader(無料）
・Perfect Viewer PDF（無料） 他

すでに上記アプリをインストール済の端末では
本作業は必要ありません。手順１にお進み下さい。
また、端末のＯＳ（アンドロイド、Windows、

iOS等）によりインストール手順が違いますので、
お手持ちの端末の取扱説明書等でアプリのインス
トール手順をご確認下さい。

④ダウンロードした資料をPDFビューワ機能を有する
アプリで開き閲覧。

②検索バーにインストール
したいアプリ名を入力する
か、「PDFビューワ」と入
力して検索し、必要なアプ
リをタップ。
（画像は「Adobe Reader」
の事例）

③アプリをインストール

↓例えば、アンドロイド端末でのアプリのインス
トール手順は以下のとおりです。

入力検索

タップ

タップ

問い合わせ先：北陸地方整備局 企画部 技術管理課 工事品質確保係

PDFﾋﾞｭｰﾜ機能を有するｱﾌﾟﾘをｲﾝｽﾄｰﾙしていない
方はこちらをご確認下さい。

タップ

タップ

概要版も掲載
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前期出席状況(N=1070)
発注者

現場技術員

現場関係者

67 76

○北陸地整では、建設業が地域産業の中核として継続的に発展できるよう、建設現場のコスト削減や生産性向上
の取り組みを確実に進めるため、工事の受注者（現場代理人等）や発注者（設計積算、監督検査担当職員）を対
象に、生産性向上等説明会を開催しています。この取り組みは、平成21年度から継続的に実施しており、平成29
年度前期は、6月28日～9月6日に管内12会場で延べ14回開催し、1,070名の参加をいただきました。

【前期アンケート実施結果】 回収数760件、回収率71.0% ●ご意見等

・半日では時間が足りない
・事故の具体例を説明するようにして欲
しい
・営繕・建築に関する説明の時間をもっ
と多くして欲しい
・定期的に参加して知識を増やしたい
・参加できない人のための対策として、
ビデオ方式による説明をHPに掲載され
ると良い
・広く浅い説明となっているので、ポイン
トは強調して解説されると良い
・社会保険の加入問題について、個人
事業主（一人親方）や外国人等 特殊な
人の場合はどういった条件を満たす必
要があるのか、説明して欲しい

97%

3%

公共工事の生産性を上げる必要性の理解度

①理解している。

②わからない所が

ある。

93%

7%
生産性向上４点セットの理解度

①理解できた。

②わからない所が

あった。

13%

16%

71%

開催内容

①今回添付の話題

も説明

②その他の話題も

説明

③今のままでよい
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(参考) H29年度前期 生産性向上等説明会アンケート結果
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27%

60歳～
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年齢構成(N=760)
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• 社会保険の加入問題について、個人事業主（一人親方）や外国人等の場合は、どういった条件
を満たす必要があるのか説明して欲しい。→国交省のＨＰに詳しい説明が載っています。

国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について
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• 社会保険の加入問題について、個人事業主（一人親方）や外国人等の場合は、どういった条件
を満たす必要があるのか説明して欲しい。→国交省のＨＰに詳しい説明が載っています。

国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について
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国土交通省直轄工事における社会保険等未加入対策の強化について


